
第125回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制並びに企業集団の業務の適正を確保するための体制
業務の適正を確保するための体制の運用状況
連結株主資本等変動計算書
株主資本等変動計算書
連結注記表
個別注記表

（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

上記事項につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネッ
ト上の当社ホームページ（https://www.nittofuji.co.jp）に掲載することによ
り株主の皆さまに提供しております。
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びに企
業集団の業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとる様「役職員行動規範」を

定めております。
また、コンプライアンス委員会を設置、代表取締役社長がその委員長を務め、各担当役

員、各本部長、監査等委員会事務局長、総務部長、業務監査室長をコンプライアンス委員と
し、コンプライアンス関連の研修の実施、ガイドラインの制定等の体制を整備しておりま
す。
法令上及び定款上疑義のある行為等について、従業員が直接情報提供を行う手段として、

コンプライアンス委員会等への報告・相談ラインを設置しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が職務権

限に基づいて決裁した文書等、取締役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、法令等に基
づき、定められた期間保存しております。
また、取締役は、これらの文書等を必要に応じて閲覧・入手できる体制になっておりま

す。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社グループは、「リスク管理規程」に基づきコンプライアンス、環境、災害、品質、情

報セキュリティ等に係るリスクについては、それぞれの担当部署において、規則・ガイドラ
インの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配付等を行うものとしております。
組織横断的リスクの対応を一段と強化するため「リスク管理委員会」を設置しておりま

す。
また、リスクに対する実際の行動・シミュレーション実施を行うため、リスクに応じた分

科会を設置しております。
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④ 取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社グループは、取締役及び従業員が共有する全社的な目標を定め、業務担当役員はその

目標達成のために各部門の具体的目標及び効率的な達成の方法を策定します。
当社グループでは、業務の効率化を全社レベルで実現するためのシステムを構築・運用す

ることにより、取締役会等が定期的にその進捗状況をチェックし、改善を促せるようになっ
ております。

⑤ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制について
当社グループは、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法の定めに従

い有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適切な運用に努めます。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、グループ会社の主管者を定め、取締役や監査役の派遣等を通じて連携を取り、グ

ループ会社の業務執行状況の報告を定期的に受け、確認しております。
また、社長直属の機関として業務監査室を設置しており、当社及びグループ会社につい

て、業務の遂行状況や内部統制の状況について監査し、改善の勧告、改善案の提示や実施状
況の確認等定期的に必要な内部監査を実施しております。

⑦ 監査等委員会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る体制
監査等委員会は、監査等委員会の職務の補助を必要とする場合は、業務監査担当役員に業

務監査室の人員の派遣を要請できるものとしております。

⑧ 前項の使用人の取締役(監査等委員である取締役を除く。)からの独立性に関する事項
監査等委員より、監査業務の補助の指示を受けた従業員は、その指示に関して、取締役

(監査等委員である取締役を除く。)等の指揮命令を受けないこととします。

⑨ 第７項の使用人に対する監査等委員会からの指示の実効性の確保に関する事項
監査業務の補助をする業務監査室の従業員の選任に関しては、監査機能の一翼を担う重要

な役割をもつことに鑑み、その経験・知見・行動力を十分に考慮するものとします。
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⑩ 当社及び子会社から成る企業集団における取締役及び使用人が監査等委員会に報告をする
ための体制その他監査等委員会への報告に関する体制
監査等委員が、取締役会に出席し、重要な報告を受け、意見を表明できる体制としており

ます。
また、監査等委員会事務局長が常務会、経営会議、コンプライアンス委員会等に出席し、

重要な報告を受け、その内容を監査等委員会に報告する体制としております。さらに、監査
等委員会事務局長が子会社の取締役会等に出席し、重要な報告を受け、その内容を監査等委
員会へ報告する体制としております。
また、法令上及び定款上疑義のある行為等について、当社グループの従業員が直接情報提

供を行う手段としての報告・相談ラインの相手先の一つとして、監査等委員会事務局長から
監査等委員会へ報告する体制を設定しております。

⑪ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制
「コンプライアンス委員会規則」において報告者が不利益を被らないよう最大限の配慮を

行う体制としております。

⑫ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行に関連して発生する費用につき、会社法第399条の２第４項

に基づく前払や支出済金額の支払い、あるいは債務の処理を依頼した場合、当該職務の執行
に必要ではないと証明されたときを除き、当社は速やかに当該費用の支払い又は債務の処理
を行います。

⑬ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員は、取締役、会計監査人と相互の意思疎通を図るため、それぞれ随時意見交換

会をもつこととしております。
また、「内部監査規程」において、業務監査室は監査等委員及び会計監査人と密接な連携

を保つよう努めなければならない旨を定め、監査等委員会の監査の実効性確保を図っており
ます。
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⑭ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況
当社は、反社会的勢力及びこれらと関係のある個人・団体とは一切の交流・取引を行わ

ず、また、それら個人・団体からの要求には断固として応じないことを「役職員行動規範」
で取り決め、警察等の外部機関や関連団体・関連企業と協力して、反社会的勢力を排除する
べく社内体制を整備しています。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況
① コンプライアンス体制

当社は、当社グループにおけるコンプライアンスの基礎となる「役職員行動規範」を役職
員に携行させ、また、社内に掲示するなどして行動規範の浸透を図っています。コンプライ
アンス委員会におきましては、コンプライアンスに関する課題の把握と、その対策案を立
案・実施し、役職員への徹底を図るため社内研修も実施しております。また、問題の未然防
止と早期発見を図るため、内部通報窓口を設置しております。

② リスク管理体制
経営における重大な損失、不利益等を最小限にするためリスク管理規程を制定してリスク

の把握・評価と対応策の策定・実施等によるリスク管理を継続的に行っております。また、
経営に与える影響が大きいと思われるリスクに関しては、国内連結子会社の代表取締役をメ
ンバーに入れた経営会議で共有し、連結ベースでのリスク管理を図っております。

③ 取締役の職務執行
当社は、取締役会を原則月１回開催し、法令や定款等に定められた事項や経営方針、利益

計画等の経営に関する重要事項を決定するとともに、月次の業績の分析・評価を行い、法令
や定款等への適合性の観点から審議をしております。

④ 内部監査体制
業務監査室は、内部監査計画に基づき、当社並びに当社グループの内部監査を実施し、そ

れぞれの検証結果を半期毎に内部監査報告書として代表取締役及び監査等委員会へ報告して
おります。

⑤ グループ管理体制
取締役会で子会社を担当する取締役から各子会社の経営状況等の報告を受け、現況を把握

できる体制になっております。また、当社の業務監査室が子会社の業務監査を定期的に実施
しております。
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連結株主資本等変動計算書
（自
至

2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 2,500 4,049 29,656 △294 35,911
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,255 △1,255
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 3,714 3,714

自 己 株 式 の 取 得 △180 △180
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 2,459 △180 2,279
当 期 末 残 高 2,500 4,049 32,115 △474 38,190

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 3,436 － △2 261 3,695 46 39,654
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △4 △1,259
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 3,714

自 己 株 式 の 取 得 △180
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △247 0 134 △72 △185 9 △175

当 期 変 動 額 合 計 △247 0 134 △72 △185 5 2,099
当 期 末 残 高 3,189 0 132 188 3,510 51 41,753
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株主資本等変動計算書
（自
至

2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

資本剰余金
合計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計圧縮記帳

積立金
別 途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,500 4,036 4,036 497 0 20,400 4,357 25,256
当 期 変 動 額
圧縮記帳積立金の取崩 △0 0 －
別途積立金の積立 2,000 △2,000 －
剰 余 金 の 配 当 △1,255 △1,255
当 期 純 利 益 3,160 3,160
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 △0 2,000 △94 1,905
当 期 末 残 高 2,500 4,036 4,036 497 0 22,400 4,263 27,161

株 主 資 本 評価・換算差額等 純資産
合計自己株式 株主資本

合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △294 31,498 3,377 3,377 34,876
当 期 変 動 額
圧縮記帳積立金の取崩 － －
別途積立金の積立 － －
剰 余 金 の 配 当 △1,255 △1,255
当 期 純 利 益 3,160 3,160
自 己 株 式 の 取 得 △180 △180 △180
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △249 △249 △249

当 期 変 動 額 合 計 △180 1,725 △249 △249 1,475
当 期 末 残 高 △474 33,223 3,127 3,127 36,351
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1． 連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数及び名称
７社 日東富士運輸㈱、㈱さわやか、隅田商事㈱、㈱増田製粉所、兼三㈱、

NITTO-FUJI INTERNATIONAL VIETNAM CO.,LTD.
Nitto Fuji International (Thailand) Co.,Ltd.

（2）非連結子会社の数及び名称
該当事項はありません。

2． 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

3． 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち㈱さわやか及びNITTO-FUJI INTERNATIONAL VIETNAM CO.,LTD.の決算日は
2021年12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用しております。
なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4． 会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
aその他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法

② 棚卸資産
a 商品及び製品
主として総平均法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法）
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b 原材料及び貯蔵品
移動平均法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法）

③ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務
時価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
機械装置については、主として定額法、その他は定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物及び構築物 ３～60年
機械装置及び運搬具 ２～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債
権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額基準による繰入額を計上しておりま
す。

③ 役員賞与引当金
役員の賞与の支払に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
収益の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計
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基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、約束した財又は
サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識しております。
① 製粉及び食品事業
小麦粉・ふすま・ミックス粉・食品等の販売取引については、製品及び商品を取引先に引き渡した時
点で、当該商品の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。
対価については、履行義務の充足時点から概ね２ヵ月以内に受領しております。

② 外食事業
ケンタッキーフライドチキン等の外食事業については、商品をお客様に提供した時点で、当該商品の
支配が顧客に移転し、履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。対価については、
原則履行義務の充足時点で受領をしております。

③ 運送事業
運送事業については、運送サービスを完了した時点で、履行義務が充足されたと判断して収益を認識
しております。対価については、履行義務の充足時点から概ね２カ月以内に受領しております。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付及び執行役員の退職慰労金に備えるため、従業員については当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認
められる額を、また執行役員については内規に基づく期末要支給額を計上しております。
1.退職給付見込額の期間帰属方法
当社従業員の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

2.数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、５年による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から当該年
数にわたって費用処理することとしております。

3.小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自
己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。
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③ ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。

④ のれんの償却方法及び償却期間
５年間で均等償却しております。

⑤ 消費税等の会計処理
控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

会計方針の変更に関する注記

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時
点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結
会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高への影

響はありません。

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に
与える影響はありません。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記

を行うこととしております。

収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当社グループは製粉及び食品事業、外食事業及び運送事業を営んでおり、各事業の製品及びサービスは
以下のとおりであります。
製粉及び食品事業・・・小麦粉・ふすま・ミックス粉・食品等
外食事業・・・・・・・ケンタッキーフライドチキン等
運送事業・・・・・・・運送業
また、各事業の売上高は49,802百万円、9,387百万円、150百万円であります。
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する
注記等 ４．会計方針に関する事項（４）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。

３．残存履行義務に配分した取引価格
当社グループは、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約か
ら生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

会計上の見積りに関する注記

退職給付債務及び退職給付費用
当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額は、退職給付に係る資産2,237百万円、退職給付に係る負

債311百万円、退職給付費用67百万円であります。
退職給付債務及び退職給付費用は、主に数理計算で設定される退職給付債務の割引率、年金資産の長期期

待運用収益率等に基づいて計算しております。割引率は、従業員の平均残存勤務期間に対応する期間の期末
日時点の優良社債の市場利回りを参考に決定し、年金資産の長期期待運用収益率は、過去の運用実績及び将
来見通し等を基礎として設定しております。また、数理計算上の差異につきましては、5年による定額法に
より按分した額を発生の翌連結会計年度から当該年数にわたって費用処理することとしております。
なお、これらの見積りは適切であると考えておりますが、割引率及び長期期待運用収益率の変動は、将来

の退職給付費用に影響を与え、当社グループの業績を悪化させる可能性があります。
これらに関連する感応度については期末日において合理的に推測し得る仮定の変動に基づき行っておりま

す。また、本分析では、割引率以外の仮定に変更が無いことを前提としておりますが、実際にはその他の仮
定の変更が感応度分析に影響する可能性があります。

（単位：百万円）
当連結会計年度

割引率0.5%上昇 割引率0.5%低下

退職給付債務 △131 141

退職給付費用（年額） △9 10
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連結貸借対照表に関する注記

1． 有形固定資産の減価償却累計額 35,357百万円

2． 保証債務
下記の借入金に対し保証を行っております。
従業員 9百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1． 発行済株式に関する事項
（単位：株）

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 4,692,364 4,692,364 － 9,384,728
（注）2021年７月30日開催の取締役会決議により、2021年10月1日付けで普通株式１株を２株とする株式分

割を実施しております。

2． 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年５月７日
取締役会 普通株式 540 118.00 2021年３月31日 2021年６月11日

2021年10月28日
取締役会 普通株式 714 157.00 2021年９月30日 2021年12月２日

（注）2021年７月30日開催の取締役会決議において、2021年10月１日付けで普通株式１株を２株の割合で株
式分割を行っておりますが、1株当たり配当額は当該株式分割が行われる前の配当額を記載しております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2022年５月６日開催の取締役会において、次のとおり決議致しました。
・普通株式の配当に関する事項
① 配当金の総額 774百万円
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 85.00円
④ 基準日 2022年３月31日
⑤ 効力発生日 2022年６月13日
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金融商品に関する注記

1． 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金調達については主に銀行借入により調達し、グループＣＭＳ（キャッシュ・マネ
ジメント・サービス）の有効活用により適正な資金管理を図っております。なお、短期貸付金は、主と
して三菱商事子会社との貸付運用等によるものであり、預金と同様の性質を有するものであります。ま
た、デリバティブは、為替変動リスクを回避するために実需取引の範囲内で利用し、投機的な取引は行
わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当社は、当該リスクに関
しては、与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用
状況を年度ごとに把握する体制としています。連結子会社についても、当社の与信管理規定に準じた管
理をしております。
短期貸付金については、前述の記載のとおりであります。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企
業の株式であり、定期的にその時価及び企業価値を把握し取締役会に報告されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのすべてが１年以内の支払期日です。
短期借入金は、主に運転資金を目的とした資金調達であり、変動金利のため金利変動リスクに晒されて
おりますが、短期決済であり金利変動リスクは限定的であります。
デリバティブ取引の内容は、原料の輸入による為替変動リスクを回避するための為替予約取引です。為
替予約取引は、相場変動による一般的な市場リスクを有しております。また、取引の相手先は信用度の
高い金融機関等に限られていることから、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと判断して
おります。デリバティブ取引の管理については、実行担当部署と異なる部署が、取引先より都度実行額
の通知を受けており、残高の確認及び評価を行っております。
営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が日次預金残高管理
を実施するとともに、ＣＭＳをグループ内で利用すること等の方法により適切に管理しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ
り、当該価額が変動することもあります。
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2． 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1） 投資有価証券 7,214 7,214 －
資産計 7,214 7,214 －

（2） デリバティブ取引(*3) 1 1 －

(*1) 「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「短期貸付金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」について
は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま
す。

(*2) 市場価格のない株式等は、「（１）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対
照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 271
(*3) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については、（ ）で示しております。
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（注）有価証券に関する事項

資産
（1）投資有価証券

その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は211百万円であり、売却益の合計額は166百万円で
あります。また、その他有価証券において、種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及びこれら
の差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

種類 連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 株式 6,756 1,659 5,097

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 株式 457 695 △237

合計 7,214 2,354 4,860

3． 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 7,214 ― ― 7,214
デリバティブ取引
通貨関連 ― 1 ― 1

資産計 7,214 1 ― 7,215

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式、国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活発な市場で
取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
金利スワップ及び為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

１株当たり情報に関する注記

1． １株当たり純資産額 4,579円61銭
2． １株当たり当期純利益 407円54銭
（注）当社は2021年10月１日付けで１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益
を算定しております。

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

1． 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
（2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法

2． 棚卸資産の評価基準及び評価方法
（1）商品及び製品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
（2）原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

3． デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

4． 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

機械装置については定額法、その他は定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～60年
機械装置及び運搬具 ２～12年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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5． 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権
等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額基準による繰入額を計上しております。

（3）役員賞与引当金
役員の賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付及び執行役員の退職慰労金に備えるため、従業員については当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を、ま
た執行役員については内規に基づく期末要支給額を計上しております。
なお、数理計算上の差異については、発生の翌年度より５年による按分額を当該年数にわたって処理し
ております。

（5）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

6．重要な収益及び費用の計上基準
収益の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、約束した財又は
サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識しております。
「製粉及び食品事業」である小麦粉・ふすま・ミックス粉・食品等の販売取引については、製品及び商品
を取引先に引き渡した時点で、当該商品の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されたと判断して収益を
認識しております。対価については、履行義務の充足時点から概ね２ヵ月以内に受領しております。

7． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。

（2）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

― 19 ―

2022年06月03日 13時14分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（3）ヘッジ会計の処理
繰延ヘッジ処理を採用しております。

（4）消費税等の会計処理
控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

会計方針の変更に関する注記

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首
の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
また、前事業年度の貸借対照表において「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度より「契約

負債」に含めて表示しております。ただし、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、
前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。
この結果、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高への影響はあ
りません。

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業
会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定
める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありま
せん。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を
行うこととしております。

収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ６．重要な収益及
び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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２．残存履行義務に配分した取引価格
当社は、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる
対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

会計上の見積りに関する注記

退職給付債務及び退職給付費用
当事業年度の計算書類に計上した金額は、前払年金費用1,966百万円、退職給付引当金22百万円、退職給
付費用11百万円であります。
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報は、連結注記表（会計上の見積りに関する注記）に同一の
内容を記載しているため、記載を省略しております。

貸借対照表に関する注記

1． 有形固定資産の減価償却累計額 25,593百万円

2． 保証債務
下記の借入金に対し保証を行っております。
従業員 ９百万円

3． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 2,633百万円
短期金銭債務 2,576百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売上高 13,413百万円
仕入高 2,913百万円
営業費用 2,070百万円
営業取引以外の取引高 909百万円

― 21 ―

2022年06月03日 13時14分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

株式の種類 当事業年度期首の
株式数

当事業年度の
増加株式数

当事業年度の
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普 通 株 式 114,118 164,715 ― 278,833
（注）自己株式の株式数の増加164,715株は、2021年５月21日開催の取締役会決議による自己株式の取得によ

る増加25,000株、2021年10月１日を効力発生日とする１株を２株とする株式分割に伴う増加139,297
株及び単元未満株式の買取りによる増加418株（株式分割前179株、株式分割後239株）であります。

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

賞与引当金 105百万円
未払事業税 30百万円
土地評価損 107百万円
役員退職慰労引当金 10百万円
会員権評価損等 19百万円
投資有価証券評価損 8百万円
固定資産減損損失 51百万円
その他 58百万円
繰延税金資産小計 392百万円
評価性引当額 △195百万円
繰延税金資産合計 196百万円

繰延税金負債
有価証券評価差額金 1,397百万円
前払年金費用 602百万円
土地評価益 226百万円
圧縮記帳積立金 0百万円
繰延税金負債合計 2,225百万円

繰延税金負債の純額 2,029百万円
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関連当事者との取引に関する注記

1． 親会社及び法人主要株主等
（単位：百万円）

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 三菱商事㈱ （被所有）
直接 64.9％

当社製品販売の総代理店
役員の兼任

製品の販売等
(注) ２ (１) 8,614 売掛金 1,468

製品・原材料の購入
(注) ２ (２) 1,533 買掛金 138

2． 子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 日東富士運輸㈱ 直接 100.0％ 運送部門
役員の兼任

資金の借入
(注) ２ (３) 659 短期借入金 697

子会社 隅田商事㈱ 直接 100.0％ 当社製品販売の代理店
役員の兼任

製品の販売
(注) ２ (１) 4,389 売掛金 805

資金の借入
(注) ２ (３) 689 短期借入金 838

子会社

NITTO-FUJI
INTERNATIONAL
VIETNAM
CO.,LTD.

直接 94.7％ 役員の出向 雑収入
(注) ２ (４) 218 ― ―

3． 兄弟会社等
（単位：百万円）

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社の
子会社

三菱商事フィナ
ンシャルサービ
ス㈱

なし 資金の貸付 資金の貸付
(注) ２ (３) 8,824 短期貸付金 8,074
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（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており
ます。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）製品の販売等については、市場価格、総原価を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。また、三菱商事株式会社との販売高に対して一定の販売手数料を支払っております。
（2）製品・原材料の購入については、市場の実勢価格を参考に、一般的取引条件と同様に決定しており

ます。
（3）資金の借入・貸付に関してはＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・サービス）によるものでありま

す。
借入金・貸付金の利率は市場金利を勘案して決定しております。なお、取引金額は期中平均残高を
記載しております。

（4）雑収入については、ロイヤリティー等によるものであります。ロイヤリティーについては、両社が
協議して決定した契約上の料率に基づき決定しております。

１株当たり情報に関する注記

1． １株当たり純資産額 3,992円09銭
2． １株当たり当期純利益 346円76銭
（注）当社は2021年10月１日付けで普通株式１株を２株の割合で株式分割を行っております。

当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を
算定しております。

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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